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標準準拠システムへの円滑かつ安全な移行に係る留意事項について＜概要＞
（令和７年12月１日付けデ社第660号・総行デ第47号・総行サ第26号）

○ 標準準拠システムへの移行が年末年始にピークを迎える見込みのため、標準準拠システムへの円滑かつ安
全な移行に係る留意事項を、各団体の実情に応じて可能な限り対応するよう、地方公共団体あてに発出。

１．通知の趣旨

２．地方公共団体への依頼内容（留意事項）

① 手順書第２章３（３）⑮運用テスト・研修について、改めて確認すること。併せて、別紙「先行団体の事例から得
られた移行作業における留意事項」も参考とすること。

② 運用テストについて、事業者と合意したテスト期間が確保されていること。
③ 運用テストのシナリオや量に明らかな不足がないこと。
④ 運用テストが予定どおり行われ、移行の判断に必要な結果が得られていること。
⑤ 業務の継続に支障が出ない運用が見込めるか、各業務所管課と連携し事前に確認が取れていること。仮に疑義
が生じた場合は、事業者と対応策を協議する等、円滑かつ安全な移行に向けた準備に万全を期すこと。

⑥ 移行の最終判断は、標準準拠システムの状況を総合的に勘案し、各団体の責任において適切に行われるもので
あること。仮に災害等不測の事態が生じ、移行作業に支障が出るおそれがある場合は、移行計画の見直しについて
検討すること。

⑦ インシデントの発生に備え、事業者との連絡体制及び庁内の報告体制について、事前の確認を徹底すること。
⑧ インシデント発生時における総務省への報告については、令和７年４月７日付け総行サ第２号を参照すること。
⑨ インシデント（ガバメントクラウドに係るものに限る。）発生時におけるデジタル庁への報告については、令和６年３
月２９日付け事務連絡「ガバメントクラウド上に構築された地方公共団体の情報システムにおける情報セキュリ
ティインシデントの問題判別と問い合わせについて」を参照すること。

⑩ 上記のほか、標準準拠システムへの移行に当たって不明な点がある場合は、都道府県を通じて以下の連絡先まで
相談すること。


